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この紙面に関するお問い合わせは、岐阜県広報課まで
　058(272)1115  　　 058(278)2506
●この情報は3月4日現在のものです。
●｢ 岐阜県からのお知らせ」点字版・音声版をご希望の方は、
　広報課へご連絡ください。

確かな安全・安心の
社会づくり

Web 検索岐阜県の財政・予算

財政課　 ☎ 058(272)1130

※数字は、平成 25 年第 1回岐阜県議会定例会に提案された当初予算案をもとに掲載しています。

　県民の安全な暮らしを確保するため、地震災害や原子力災
害、社会インフラの老朽化など、県民生活を取り巻くさまざ
まなリスクに対応し、強靭な危機管理体制を構築します。また、
少子高齢化に伴って増加していく医療ニーズや介護需要に応
え、地域医療や福祉の充実・連携を図るとともに、日々の暮
らしの安全・安心を確保します。

医療、福祉の充実・連携
●県内で勤務する意思のある医学生への修学資金貸付け…　3億 1,043 万円
●下呂温泉病院の再整備………………………………　53 億 6,679 万円
●鷺山地区における障がい福祉施設の再整備………………　2,841 万円
●重症心身障がい児者等に対する支援体制の充実…………　1,467 万円

特　集
対前年度当初予算比 　＋0.5％

　地域の活力を維持し、安全・安心な地域社会を
実現するため、岐阜県が有する 3 つの強み　　清
流長良川に代表される「恵まれた地域資源」、日
本の真ん中に位置する「地の利」、ぎふ清流国体・
ぎふ清流大会でも存分に発揮された「県民の底力、
限りないポテンシャル（可能性）」　　を活かし、
魅力あふれるみんなが主役の「清流の国づくり」
を推進します。

「成長・雇用戦略」
　の展開

　全国、そして世界から所得や消費を呼び込み、地域に根
ざした産業の利益拡大と地域雇用の創出を図るため、航空
宇宙・次世代自動車分野における技術開発や人材育成支援、
観光交流産業の基幹産業化などに取り組みます。加えて、未
来につながる農林業づくりや、自然再生エネルギーを推進し、
産業を支える基盤となる基幹道路などの整備を進めます。

多角的観光戦略
●「清流の国ぎふ観光回廊」づくり……………………………　　1 億円
●新たな成長国に重点を置いた海外誘客の展開………　3,Ⅰ00万円
●北陸新幹線開通を視野に入れた広域観光の推進………　800万円

重点的雇用戦略
●女性・若者起業支援プログラム…………………　5億 2,000 万円
●航空宇宙など重点分野での雇用の創出………　41億 2,256 万円

成長・企業誘致戦略
●航空宇宙・次世代自動車支援プロジェクト…………　5,000 万円
●地場産業新ビジネス展開応援プログラム……………　9,000 万円
●企業誘致の重点的推進……………………………　16 億 8,052 万円

自然再生エネルギーの推進
●木質バイオマス発電の促進………………………　9億 8,040 万円
●農業用水を活用した
　小水力発電施設の整備推進………………………　4億 1,245 万円

未来につながる農林業づくり
●新規就農者を育成する研修施設の新設…………　1億 6,300 万円
●元気な農業産地構造改革の支援……………………………　2億円
●優良県産材の安定供給体制の強化と需要拡大…　19 億 137 万円

ネットワーク・インフラの整備
●東海環状自動車道西回り区間の整備促進………………　104 億円
●リニア中央新幹線を活用した地域づくりの推進……　1,630 万円
●名鉄高架事業の推進……………………………………　1,000 万円

暮らしの安全・安心の確保
●地域コミュニティの再生による安全・安心な地域づくり…　2,009 万円
●いじめ・不登校の未然防止……………………………………　421 万円

本格的な
「清流の国ぎふ」づくり

　ぎふ清流国体・ぎふ清流大会を通じて、「清流」は、岐阜県
のアイデンティティ（独自性）や魅力として広く認識されました。
その「清流の国ぎふ」への誇りと愛着を活かし、各地域が行う
地域づくりなど自発的な取り組みを支援します。また、「スポー
ツ立県戦略」や、「清流」環境を守り伝える取り組み、地域を支え、
未来を担う人づくりを力強く進めます。

「スポーツ立県戦略」の推進
●「ぎふ清流国体・ぎふ清流大会」の
　財産を活かした競技力向上……………………………　1 億 6,559 万円
●地域スポーツ・健康づくりの推進…………………………　5,700 万円
●スポーツを通じた障がい者の社会参加の促進……………　1,355 万円

「清流」環境の保全
●水源林保全プロジェクトの推進………………………　5 億 2,482 万円
●上下流の連携による環境保全の推進……………………　2,105 万円
●「全国育樹祭」の開催準備…………………………………　2,600 万円

地域を支え、未来を担う人づくり
●県立高等学校におけるキャリア教育・就職指導の充実……　6,540 万円
●子育て支援サービスの充実と男性の育児参加の促進…　6,626 万円

強靭な危機管理体制の構築
●防災ヘリコプター「若鮎　」の更新……　債務負担設定 13 億 2,600 万円
●原子力防災対策の強化………………………………………　6,566 万円
●住宅等の耐震対策の拡充…………………………………　3 億 792 万円
●トンネル緊急点検に基づく補修・安全対策の推進…　1億 8,800 万円

わがまち「清流の国づくり」
●わがまち「清流の国づくり」応援事業…………………………　1億円
●「清流の国」づくりの発信……………………………………　8,100 万円
●「チーム清流ミナモ」キャラバン隊………………………　7,409 万円



●県の人口／ 2,061,481 人（1,354 人減　）　●世帯数 743,073 世帯（115 世帯減）　　
　　　　男／    996,771 人（   743 人減 ）
　　　　女／ 1,064,710 人（    611 人減）

※平成 25 年 2月１日現在、
（　）内は前月の人口・世帯数との比較

4月13日（土）～ 5月19日（日） 
　岐阜メモリアルセンター   

家庭や学校での生活に関するさまざまな相談にお答えします
気軽にご相談ください。一緒に考えましょう。

相談

いじめについての相談▲

24 時間対応 0120(740)070いじめ相談 24

※携帯電話からはご利用になれません。

0120(745)070
不登校や学習、進路など
教育全般の相談▲

 月～金 8:30 ～ 17:15（祝日除く） 

教育相談
ほほえみダイヤル

0120(247)505引きこもりや親子関係、いじめ、
不登校などの相談▲

24 時間対応

岐阜県青少年
SOS センター

子ども・家庭 110 番

0120(783)800非行や犯罪被害、家庭問題、友人▲

24 時間対応
ヤングテレホンコーナー
（少年相談窓口）

こころのダイヤル 119 番
死にたい気持ち、こころの健康▲

月～金 10:00 ～ 16:00
　（祝日除く） 

058(276)0119

家族や友人のことについての相談▲

月～金 8:45 ～ 21:00
　土　　　8:45 ～ 17:00
　（祝日除く） 

0120(761)152
058(276)4152

※携帯電話からはご利用になれません。

※携帯電話はこちらへおかけください。

経済波及効果は全国で約３兆円、
約１５万人の雇用を誘発
東京での開催は、東京都のみな
らず、日本全国に新たな需要や
雇用をもたらします。
開催に伴う新たな運営費は、パ
ラリンピックの運営費補助を除き、
すべて民間資金でまかないます。

予算の姿　　　単位：億円
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320（4.3%）

1,134（15.2%）

1,950（26.1%）

1,664（22.3%）1,195（16.0%）

722（9.7%）

 537（7.2%）

504
（6.7%）

482（6.5%）

427（5.7%）

348（4.7%）

329（4.4%）

歳  出
7,463 億円

　　　

教育費

民生費土木費

商工費

その他

公債費

農林
水産業費

警察費

諸支出金

1,838（24.6%）

1,268（17.0%）

1,008（13.5%）

総務費

地方譲与税
306（4.1%）

地方特例交付金
8（0.1%）

県民の安全・安心などに必要な事業
は優先的に実施しつつ、優先度が低
いものは削減するなど、メリハリある
歳出の見直しをしました。
また、人件費の削減や歳入確保対策
も実施しました。

行財政改革の取り組み

人件費や公債費といった義務的経費
が減少するなどしました。

行財政改革アクションプランの総括
　平成 22 年度から平成 24 年度までの各年度に 300
億円程度の財源不足が見込まれていましたが、行財
政改革アクションプランの取り組みを着実に進め、
財源不足の解消とともに、必要な政策課題に対応す
るための予算編成ができました。

　　　　　　今後の取り組み
　行財政改革アクションプランの取り組みにより、
財政構造が好転し、平成 25 年度以降は多額の財源
不足は生じない見通しです。しかし、今後も増加が
見込まれる社会保障関係経費への対応や、地域の活
性化などの政策課題に対応していく必要があること
から、引き続き歳出削減や歳入確保などの行財政改
革の取り組みを進めていきます。

財源不足
の解消

財政構造
の変化

財政再建に取り組む一方で、経済・
雇用、防災・減災など喫緊の課題へ
の対応や、長期構想の実現に向けた
取り組みにも着実に対応してきまし
た。

政策課題
への対応

メールでの相談も可
sos505@fancy.ocn.ne. jp


